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３　あっせんの内容

�33　年度�あっせん項目�位�位　

［　］は構成比　

�34　あっせんの内容項目（��あ�）　

［　］内は構成比（※項目ごとに四捨五入を行ったため、大項目の計と一致しない）
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　「あっせん」の内容では、「解雇」が182項目（15.5％）と最も多く、次いで
「賃金不払」141項目（12.0％)、「退職」140項目（11.9％）となっている。
　また、労働相談の内容が多様化する中で、「あっせん」の内容も多岐にわたって
いる。
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　相談者が再三退職を勧奨されたことにより、精神的に痛んでおり継続勤務が困難な
状況にあったため、相談者の了承のもと、会社とは退職条件の調整を進めることとし
た。
　センターが会社側から事情を聴取すると、会社は「相談者は、客からの苦情が多
く、改善も見られないため、退職を勧めており、今月末で辞めてほしいと思う」との
ことだった。
　センターから、会社側に相談者の退職にあたって、何らかの補償は考えられないか
打診したところ、①離職理由を会社からの勧奨による退職とする、②退職日は１か月
後とし、その間の出勤を免除する、ことで労使双方が合意した。

○内　容

　相談者は、正社員として採用されたが、２か月後に契約社員への身分変更を強要さ
れた。５か月間の契約であるが、会社から「辞めてほしい」と再三言われている。直
ぐに辞めてくれと言われても何の補償も示されず、辞める気持ちはないとして、相談
に来所した。

○あっせん結果

○あっせん結果

　センターが社長に事情を聞いたところ、社長は「相談者から電話は受けたが、退職
の意思も身体の不調も今日はじめて聞いた」と不快感を示し、「誠意を持って就業継
続の努力をしてほしい」として、退職には不同意の姿勢であった。
　センターから、①労働契約の内容と実際の労働条件が異なっている時は、ただちに
退職できること（労働基準法第15条２項)、②２週間前の退職の申し出により契約の
解除ができる（民法627条)、ことを説明したところ、退職届が受理され、相談者は、
円満に退職することとなった。

○内　容

　相談者は、事務職の正社員として入社したが、実際には、検品・品出し等の倉庫作
業だったことから、腰椎等の持病が悪化した。１か月は我慢して働いていたが、これ
以上健康状態を損ねることを恐れ、店長に１か月後の退職の意思を伝えた。その後、
直接、社長にも退職を申し出たところ、社長から「もう少し待ってくれ。退職届も出
さないでくれ」と言われ、退職を認めて貰えない。相談者は、一方的に退職すること
には不安があるとして、相談に来所した。
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